
東大阪市特別用途地区工業保全地区内工場用物件情報提供事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項

（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）の規定により告示された

東部大阪都市計画特別用途地区のうち工業保全地区内にある工場立地に適した

土地及び建築物に係る情報を登録し、これを広く第三者に提供することにより、

製造業を営む工場の立地促進を図り、工業保全地区内の工業集積に寄与するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 製造業 日本標準産業分類に定める製造業をいう。 

(2) 工場用物件 製造業を営む企業の工場に供するため売却又は賃貸を予定し

ている土地又は建築物をいう。 

(3) 申請者 自己の所有する工場用物件について登録を受けようとする者をい

う。 

 (4) 登録 工場用物件の情報を東大阪市特別用途地区工業保全地区内工場用物

件情報提供事業に登録することをいう。 

 (5) 登録地 登録された工場用物件をいう。 

(6) 代理人 申請者と宅地建物取引業法に基づく専属専任媒介契約または専任

媒介契約を締結している宅地建物取引業者であり、申請者より登録地に係る

照会先として申請を受けた者をいう。 

（登録することができない工場用物件） 

第３条 工場用物件が次の各号に掲げる場合に該当するときは、登録することが

できない。 

(1) 消防法（昭和２３年法律第１８６号）、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、農地法（昭和２７年

法律第２２９号）その他の法令（大阪府及び市の条例及び規則を含む。）に

違反し、又は違反するおそれがある場合 

(2) 宅地建物取引業者にその工場用物件の売却又は賃貸の媒介又は代理を依頼

している場合であって、当該宅地建物取引業者との契約に違反し、又は違反

するおそれがある場合 

(3) 次条に規定する登録の申請の内容に虚偽の記載がある場合 

(4) 第５条に規定する同意がない場合 

(5) その他情報を提供することが不適当であると市長が認める場合 

２ 工場用物件が前項の規定に該当しないときであっても、申請者および代理人

が、次の各号のいずれかに該当する場合は登録することができない。 

（1） 暴力団等による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団 

（2） 暴力団等による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員 



(3) 東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第３号

に規定する暴力団密接関係者 

（登録の申請等） 

第４条 申請者は、工場用物件情報登録申請書（様式第１－１）に次の各号に掲

げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 工場用物件にかかる登記事項証明書 

(2) 工場用物件の概要が分かる案内図、敷地図面、建物図面 

(3) 建築物の工場用物件にあっては、建築基準法第６条第１項の規定による確

認済証の写し 

(4) 貸工場の工場用物件にあっては、東大阪市生活環境保全等に関する条例施

行規則第１７条の規定による合格書の写し 

(5) 法人である申請者にあっては、役員等名簿（様式第１－２） 

(6) その他、市長が必要と認めるもの 

２ 申請者は、照会先を代理人とすることができる。ただし、照会先を代理人と

する場合は、前項の書類とあわせて代理人の同意書（様式第１－３）を市長に

提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは、工場用物件情報登録台帳（様式第２）に登録するものとする。 

４ 市長は、第１項の申請に係る登録の可否について、その旨を申請者に工場用

物件情報登録・不登録決定通知書（様式第３）により通知するものとする。 

（情報の提供） 

第５条 市長は、登録地および照会先に係る情報を、インターネットその他適当

と認める方法により広報、または第三者に提供するものとし、申請者は、これ

に同意するものとする。 

（登録期間） 

第６条 登録地の登録期間は、第４条第３項の登録があった日から１年以内とす

る。ただし、登録の継続を妨げないものとする。 

（登録の継続の申請） 

第７条 第４条第４項の規定による登録決定の通知を受けた者（以下「登録者」

という。）は、前条の登録期間の満了後も登録を継続しようとする場合は、登

録期間の満了日の１箇月前までに工場用物件情報登録継続申請書（様式第４）

に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 法人である申請者にあっては、役員等名簿（様式第１－２） 

(2) その他、市長が必要と認めるもの 

２ 前項の継続の申請に係る登録の継続の可否については、第４条第３項および

第４条第４項の規定を準用する。 

（登録内容の変更等） 

第８条 登録者は、工場用物件の登録内容に変更が生じたときは、速やかに工場

用物件情報登録内容変更届出書（様式第５）に変更内容に係る書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは、速やかに登録事項を変更するものとする。 



（登録の抹消） 

第９条 登録者は、登録の抹消をしようとする場合は、工場用物件情報登録抹消

届出書（様式第６）により、その旨を市長へ届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、速やかに登録を抹消するも

のとする。 

３ 市長は、第３条に該当する事実が判明した場合には、その登録を抹消するこ

とができる。 

４ 市長は、前項の規定により登録を抹消したときは、工場用物件情報登録抹消

通知書（様式第７）により、その登録者に通知するものとする。 

（交渉） 

第１０条 登録地の買入れ、賃貸等を希望する者は、自らの責任において登録者

または代理人と交渉するものとする。 

２ 市長は、前項の交渉及び当該交渉に係る契約について関与せず、一切責任を

負わないものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４ 月１日から施行する。 




















